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１．はじめに 
 
（１）改正マンション管理適正化法の改正の背景 

・築 40 年超のマンションは令和３年末現在の約 106 万戸から 10 年後には約 2.2 倍の約

249 万戸、20 年後には約 3.7 倍の 425 万戸となるなど、今後、老朽化や管理組合の担い

手不足が顕著にみられる高経年マンションが急増する見込みである。 
・こうした状況を踏まえ、マンションの老朽化を抑制し、周辺への危害等を防止するための

維持管理の適正化や、老朽化が進み維持修繕等が困難なマンションの再生に向けた取組

の強化が喫緊の課題である。 
・上記を背景に、「マンションの管理の適正化の推進に関する法律及びマンションの建替え

等の円滑化に関する法律の一部を改正する法律（令和２年法律第 62 号）」が令和２年６

月 24 日に公布された。 
・改正されたマンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成 12 年法律第 149 号。以

下「改正マンション管理適正化法」という。）では、マンションの管理の適正化の推進の

ため、マンション管理適正化推進計画や管理計画の認定などの制度が令和４年４月から

開始されたところである。 
 

 ※マンション長寿命化促進税制について、「１１． マンション長寿命化促進税制」等に 
追記しました。 

令和５年４月 国土交通省住宅局参事官（マンション・賃貸住宅担当） 
 

 
（２）管理計画認定制度と都道府県等のマンション管理適正化推進計画との関係 

・改正マンション管理適正化法に基づき、国はマンションの管理の適正化の推進を図るため

の基本的な方針（令和３年国土交通省告示第 1286 号。以下「基本方針」という。）を策

定し、マンションの管理の適正化に関する基本的な指針（以下「マンション管理適正化指

針」という。）に関する事項を定めたところである。 
・改正マンション管理適正化法第３条の２第１項に規定する都道府県等（以下「都道府県等」

という。）は国の基本方針に基づき、マンション管理適正化推進計画（以下「推進計画」

という。）を作成することができ、推進計画では、都道府県等の区域内における管理組合

によるマンションの管理の適正化に関する指針（以下「都道府県等マンション管理適正化

指針」という。）を定めることとされている。なお、当該指針において、都道府県等は、

国のマンション管理適正化指針に加えて、都道府県等の地域性を踏まえた独自の指針を

定めることも可能である。これによって、都道府県等が推進計画を作成することにより、

地域のマンションの立地状況や政策の方向性に合わせて、独自の助言・指導又は勧告や、

管理計画の認定に係る基準を設けることができるようになる。 
 
【留意点】 
・都道府県等が管理計画の認定を行うためには、推進計画を作成していることが必要であ

る。 
・都道府県等が独自の指針を定めた場合、助言・指導及び勧告や管理計画の認定に当たって

は、当該指針に合わせた検討や審査が必要である。 
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図表 ：国が作成する基本方針（マンション管理適正化指針）・都道府県等が作成する推

進計画（都道府県等マンション管理適正化指針）の関係 

 
 
○国と地方公共団体の役割に関する規定 

■マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成 12 年法律第 149 号）（抄） 

（国及び地方公共団体の責務） 

第四条  国及び地方公共団体は、マンションの管理の適正化の推進を図るため、必要な施

策を講ずるよう努めなければならない。 

２  国及び地方公共団体は、マンションの管理の適正化に資するため、管理組合又はマン

ションの区分所有者等の求めに応じ、必要な情報及び資料の提供その他の措置を講ずる

よう努めなければならない。 

 

（マンション管理適正化推進計画） 

第三条の二  都道府県（市の区域内にあっては当該市、町村であって第百四条の二第一

項の規定により同項に規定するマンション管理適正化推進行政事務を処理する町村の区

域内にあっては当該町村。以下「都道府県等」という。）は、基本方針に基づき、当該都道

府県等の区域内におけるマンションの管理の適正化の推進を図るための計画（以下「マン

ション管理適正化推進計画」という。）を作成することができる。 

２  マンション管理適正化推進計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一  当該都道府県等の区域内におけるマンションの管理の適正化に関する目標 

二  当該都道府県等の区域内におけるマンションの管理の状況を把握するために当該

都道府県等が講ずる措置に関する事項 

三  当該都道府県等の区域内におけるマンションの管理の適正化の推進を図るための

施策に関する事項 

四  当該都道府県等の区域内における管理組合によるマンションの管理の適正化に関

する指針（以下「都道府県等マンション管理適正化指針」という。）に関する事項 

五  マンションの管理の適正化に関する啓発及び知識の普及に関する事項 

マンションの管理の適正化の推進を図る
ための基本的な方針（基本方針）

マンション管理適正化指針

【法第３条】

【法第３条の２】

【作成主体：国】

推進計画の作成に至らない都道府県等推進計画を作成する都道府県等

省令

+
都道府県等

マンション管理適正化指針

+
管
理
計
画
認
定
制
度

+

助
言
・
指
導
及
び
勧
告

※制度適用
なし

認定基準（法第５条の４）

マンション管理適正化推進計画（推進計画）

国の適正化指針と同
様の内容を都道府県
等の管理適正化指針
とする。

国の管理適正化指針
に加えて都道府県等の
地域性を踏まえた観点
や水準を記載。

【作成主体：都道府県等】

都道府県等独自の
管理適正化指針なし

都道府県等
マンション管理適正化指針

都道府県等独自の
管理適正化指針あり

＜管理計画認定制度、助言・指導及び勧告と基準となる指針等との関係＞

都道府県等
マンション管理適正化指針

マンション管理適正化指針

マンション管理適正化指針

マンション管理適正化指針

※市区等独自の指針を定めた場合は、管理計画認定
にあたり当該上乗せ基準についても審査が必要。
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六  計画期間 

七  その他当該都道府県等の区域内におけるマンションの管理の適正化の推進に関し

必要な事項 

３～６  （略）  

 

（認定基準） 

第五条の四  計画作成都道府県知事等は、前条第一項の認定の申請があった場合にお

いて、当該申請に係る管理計画が次に掲げる基準に適合すると認めるときは、その認定

をすることができる。 

一  マンションの修繕その他の管理の方法が国土交通省令で定める基準に適合するも

のであること。 

二  資金計画がマンションの修繕その他の管理を確実に遂行するため適切なものである

こと。 

三  管理組合の運営の状況が国土交通省令で定める基準に適合するものであること。 

四  その他マンション管理適正化指針及び都道府県等マンション管理適正化指針に照ら

して適切なものであること。 
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２．マンションの管理計画認定制度とは 
 
（１）マンションの管理計画認定制度の狙い 

・改正マンション管理適正化法第５条の３及び第５条の４に基づき、マンションの管理組合

は、自らのマンションの管理計画を、推進計画を作成した都道府県等の長（以下「計画作

成都道府県知事等」という。）に提出し、一定の基準を満たす場合、計画作成都道府県知

事等による認定を受けることが可能である。 
・この管理計画認定制度を通じ、管理組合による管理の適正化に向けた自主的な取り組みが

推進されるほか、管理計画の認定を受けたマンションについて、市場で高く評価されるな

どのメリットが期待される。また、良質な管理水準が維持されることで、居住者のみなら

ず、周辺地域の良好な居住環境の維持向上にも寄与するものと考えられる。 
・また、管理計画の認定を受けたマンションを取得等する場合において、（独）住宅金融支

援機構の【フラット３５】及びマンション共用部分リフォーム融資の金利の引下げを実施

している。管理計画認定マンションの管理組合の場合には、マンションすまい・る債の利

率の上乗せを令和５年募集分から行う予定である（令和５年３月末現在）。詳細が決まり

次第、国土交通省のホームページ等で案内する予定である。 
・さらに、修繕積立金の額を一定以上に引き上げて管理計画の認定を受けた一定のマンショ

ンは、地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）附則第 15 条の９の３第１項の固定資産税の

減額措置（以下「マンション長寿命化促進税制」という。）の適用を受けることができる。

詳細については「１１．マンション長寿命化促進税制について」を参照されたい。 
 

図表：マンションの管理計画認定制度の概要 

 
 
（２）申請主体及び認定における審査対象 

・管理計画の認定の申請主体は、マンションの管理組合の管理者等である。管理者等とは、

建物の区分所有等に関する法律（昭和 37 年法律第 69 号。以下「区分所有法」という。）

第 25 条第１項（区分所有法第 66 条において準用する場合を含む。）の規定により選任

された管理者又は区分所有法第 49 条第１項（区分所有法第 66 条において準用する場合

を含む。）の規定により置かれた理事をいう。 
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・認定申請にあたっては、その旨を集会※で決議を得ておく必要がある（認定の更新を含

む。以下同じ。 ） 

※集会とは、区分所有法第 34 条第１項に規定するものであり、これには、いわゆる臨時

総会も含まれる（以下「集会（総会）」とする。）。なお、マンション標準管理規約（単

棟型）第 42 条参照。 
※改正マンション管理適正化法第５条の３において、管理者等は推進計画を作成した都

道府県等の長の認定を申請することができる。 
・住宅の用途以外の用途（商業等）を含む、複合用途型のマンション（以下「複合用途型マ

ンション」という。）及び一団地内に複数の建物が存在するマンション（以下「団地型マ

ンション」という。）における申請主体については、下記①及び②に記載する。 
 
①複合用途型マンションの場合 

・複合用途型マンションにおける管理計画認定の申請主体は、全体管理組合（マンションの

区分所有者全員によって構成される管理組合をいう。）の管理者等のみである。 
・建物に複数の管理者等が存在する場合、店舗部会※の管理者等を除く管理者等の連名によ

り申請する。マンションの管理の適正化の推進に関する法律施行規則の一部を改正する

省令（令和３年国土交通省令第 70 号）による改正後のマンションの管理の適正化の推進

に関する法律施行規則（平成 13 年国土交通省令第 110 号。以下「改正マン管法施行規則」

という。）別記様式第１号の認定申請書（「12.様式集」参照のこと。）には、第一面に

代表の管理者等（任意）の氏名等を記載し、第七面に代表の管理者等以外の管理者等の氏

名等を記載する。 
・全体共用部分並びに住宅及び店舗の一部共用部分のそれぞれに管理者等が存在する場合、

申請は、全体管理組合及び住宅部会※の合意のもとで行い、認定対象となる管理計画の範

囲は全体共用部分及び住宅一部共用部分に関する部分とする。 

 ※一般的に、それぞれの用途に応じた管理組合を各部会と呼称することがあり、本ガイド   

ラインにおいても便宜上、各部会の名称を各用途に合わせて、住宅部会、店舗部会と呼

ぶこととする。 

 
図表：複合用途型マンションにおける管理組合の形態イメージ 

 



6 
 

 

 

図表：複合用途型マンションの管理対象と認定及び審査対象との関係 

管理対象の共用部分 区分所有者 認定及び審査対象 

全体共用部分 全区分所有者 ○ 

住宅一部共用部分 住宅部分の区分所有者 ○ 

店舗一部共用部分 店舗部分の区分所有者 × 

 
②団地型マンションの場合 

 区分所有法第 65 条においては、一団地内に複数の建物が存在し、当該団地内の土地又は

附属施設が団地建物所有者の共有に属するときは、それらの土地又は附属施設（この部分を

「団地共用部分」という。）の管理を行うための団地管理組合が構成されるとしており、団

地建物所有者の全員で共有する団地共有部分は団地管理組合（65 条団体）の管理者等が管

理を行い、各棟の共用部分は各棟の管理組合の管理者等が管理を行う。 
１）第 68 条規約ありの場合 

・区分所有法第 68 条においては、団地内の専有部分のある建物や一部共用部分等について

規約を定めることができることとされており（以下「68 条規約」という。）、68 条規約

を定めている団地型マンションにおいては、団地全体を一体として、団地管理組合の管理

者等が管理を行っていることから、管理計画の認定の申請主体は団地管理組合（区分所有

法第 65 条団体）の管理者等となる。 
・認定対象となる管理計画の範囲は、商業等の用に供する部分を除いた団地全体である。 
 

図表：団地型マンションにおける管理組合の形態イメージ（68 条規約がある場合） 

 

管理組合 管理対象 管理者等 管理者等の権限の範囲 申請権限

全体管理組合 全体共用部分のみ 有 全体管理組合の管理者等
（区分所有法上の管理者等） 全体共用部分のみ ○

住宅部会
（住宅管理組合） 住宅一部共用部分のみ 有 全体管理組合の管理者等 ※

（区分所有法上の管理者等） 住宅一部共用部分のみ ○

店舗部会
（店舗管理組合） 店舗一部共用部分のみ 有 全体管理組合の管理者等 ※

（区分所有法上の管理者等） 店舗一部共用部分のみ ×
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２）第 68 条規約なしの場合 

・68 条規約を定めていない団地型マンションの場合、団地共用部分及び各棟の共用部分の

それぞれについて、各管理組合の管理者等が管理を行っていることから、管理計画認定の

申請主体は各棟の管理組合（３条団体）の管理者等及び団地管理組合（65 条団体）の管

理者等となる。 
・認定対象となる管理計画の範囲は、商業等の用に供する部分を除いた部分となる。 

 
【留意事項】 
・団地管理組合と認定を希望する棟の管理組合が連名で申請するにあたっては、それぞれの

管理組合において認定を申請することについての決議が必要となる。 
 

図表：団地型マンションにおける管理組合の形態イメージ（68 条規約がない場合） 

 

 

 
 

 

管理組合 ３条
団体

65条
団体 管理対象 管理者等 管理者等の

権限の範囲 申請権限

団地管理組合 － ○ 団地共用部分・
A棟・Ｂ棟・Ｃ棟

有
（区分所有法上の管理者等）

団地共用部分・
A棟・Ｂ棟・Ｃ棟 ○

Ａ棟管理組合 ○ － ー 無 － ×
(管理者等不在)

Ｂ棟管理組合 ○ － ー 無 － ×
(管理者等不在)

Ｃ棟管理組合 ○ － ー 無 － ×
(管理者等不在)

管理組合 ３条
団体

65条
団体 管理対象 管理者等 管理者等の

権限の範囲 申請権限

団地管理組合 － ○ 団地共用部分 有
（区分所有法上の管理者等） 団地共用部分のみ

〇
（各棟との連名
申請が必要）

Ａ棟管理組合 ○ － Ａ棟のみ 有
（区分所有法上の管理者等） Ａ棟のみ ○

（団地＋Ａ棟）

Ｂ棟管理組合 ○ － B棟のみ 有
（区分所有法上の管理者等） Ｂ棟のみ ○

（団地＋B棟）

Ｃ棟管理組合 ○ － C棟のみ 有
（区分所有法上の管理者等） Ｃ棟のみ ○

（団地＋Ｃ棟）


